
                   

 

「令和 元 年度事業報告」 

 

Ⅰ 助成事業                  

    １ 学校教育事業助成 

    （１）幼稚園 

      ・１園につき 20 万円を限度に 10 事業を助成（周年記念特別事業助成加算１園） 

       （助成件数：愛珠幼稚園等６園 10 事業 助成総額１４０万円） 

    （２）小学校 

     ・１校につき 30 万円を限度に７事業を助成（周年記念特別事業助成加算 1 校） 

      （助成件数：玉造小学校等７校 ７事業 助成総額２３５万円） 

   （３）中学校 

     ・１校につき 40 万円を限度に ４事業を助成 

       （助成件数：東中学校等３校 ４事業  助成総額１２０万円） 

   

２ 社会教育・生涯学習事業助成 

    （１）社会教育団体 

      ・1 団体 40 万円を限度に 10 事業を助成 

       （助成件数：区子ども会育成連合協議会等10 団体 10 事業 助成総額２９５万円） 

   （２）生涯学習団体 

     ・1 団体 10 万円を限度に 5 事業を助成 

       （助成件数：生涯学習推進員中央区連絡会等 5 団体 5 事業 助成総額５０万円） 

 

３ 地域文化・まちづくり事業助成 

    （１）地域文化団体 

      ・1 事業につき 15 万円を限度に 28 事業を助成 

       （助成件数：こころに花咲く｢緑花中央｣等27 団体 28 事業 助成総額３６０万円） 

    （２）まちづくり団体 

      ・1 地域につき 40 万円を限度に 15 事業を助成 

（助成件数：愛日地域社会福祉協議会等 10 団体 15 事業 助成総額２００万円） 

     

     ４ 新型コロナウイルス感染拡大予防措置の対応       

新型コロナウイルス感染拡大を予防するため、関係機関からイベント等行事の中止

の要請がなされ、これらの要請を受け令和元年度 2・3 月期に助成金対象事業の中止

または変更を行った場合について取扱いを定めた。 

 



 

 

５ 助成事業の広報 

（１）財団のホームページに掲載      11 月 8 日 

     （２）大阪日日新聞に募集広告掲載     2 月 1 日 

     （３）広報ちゅうおうに募集広告掲載    1 月 1 日 1 月号 

 

     ６ 特定費用準備資金              

       平成３０年度設定の「校園周年記念特別事業助成積立金」に、令和元年度同事業実

施校園分 45 万円を取崩し、計画どおり 160 万円を積立てた。また、周年事業実施予

定を照会したところ、一部の校園において変更が生じていたので、計画の一部を修正

した。 

新たな取組として、各校園において急増している外国籍や外国にルーツがあるなど

日本語の指導を要する子どもたちとその保護者との意思疎通に必要とする携帯型翻

訳機の需要が高まっていることに着目し、機器購入費用の助成金加算を行うための新 

たな特定費用準備資金として「外国語対応教育環境充実助成積立金」を令和元年度末 

に設定し、160 万円を積立てた。 

 

 

Ⅱ 広報活動報告 

   

    １ 「財団だより」の発行（4 回発行）  

    4 月 1 日 第 17 号 発行 

   7 月  4 日 第 18 号 発行 

      10 月 1 日 第 19 号 発行 

   1 月  1 日 第 20 号 発行 

 

２ 財団ホームページの更新による情報開示   

   5 月 27 日 令和元年度収支予算及び事業計画、「財団だより」第 17 号を掲載 

   7 月  4 日 平成 30 年度事業実施報告、財務諸表、令和元年度助成事業一覧、 

「財団だより」第 18 号を掲載、役員名簿を更新 

      11 月 8 日 令和２年度助成金募集要項、「財団だより」第 19 号を掲載 

1 月 10 日 「財団だより」第 20 号を掲載 

       

  



Ⅲ 令和元年度財団運営・事業等実施状況 

 

実施月日 運営・事業等 内    容 備 考 

4 月 1 日 東教育財団だより 第 17 号発行  

4 月 11 日 第 32 回理事会開催 31 年度助成事業の決定 事務所 

4 月 16 日 第 1 回評議員及び役員候補者選考委員会 評議員、理事及び監事候補者選考協議 事務所 

4 月 17 日 第 1 回業務執行役員会 業務執行確認等 事務所 

拡大役員会 評議員、理事及び監事の選任推薦協議 

4 月 22 日 助成金交付決定通知 31 年度助成金決定通知発送 学校園等申請者 

5 月 8 日 第 21 回助成金審査会 30 年度実施報告書審査 事務所 

5 月 8 日 第２回業務執行役員会 業務執行確認、改選関係等 事務所 

5 月 9 日 監事会 30 年度決算監査 事務所 

5 月 17 日 第 33 回理事会開催 30 年度事業報告及び決算等審議 事務所 

5 月 27 日 財団ＨＰ更新 元年度収支予算、事業計画,財団だより等掲載  

5 月 28 日 第 2 回評議員及び役員候補者選考委員会 評議員、理事及び監事候補者選考協議 事務所 

6 月 10 日 第 3 回業務執行役員会 業務執行確認、改選関係等 事務所 

6 月 14 日  第 17 回評議員会開催 30 年度事業報告及び決算等審議・

理事・監事・評議員改選 

集英地域 

ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗｻﾞ 

第 34 回理事会開催 役員改選等 

6 月 26 日 定期報告書類の提出 事業報告・財務諸表の提出 大阪府へ電子申請 

6 月 27 日 助成金第 1 回分交付 学校・団体等へ交付   

7 月 4 日 東教育財団だより 第 18 号発行  

7 月 4 日 財団ＨＰ更新 事業報告・財務諸表更新・財団だより等  

7 月 18 日 理事等変更登記 改選の登記 大阪法務局 

7 月 22 日 役員等変更届の提出 役員等の変更届の提出 大阪府へ電子申請  

7 月 31 日 助成金第 2 回分交付 団体等へ交付  

8 月 21 日 第 4 回業務執行役員会 資金運用検討・業務執行確認等 事務所 

8 月 29 日 助成金第 3 回分交付 団体等へ交付  

9 月 4 日 第1回資金運用及び助成事業検討委員会 資金運用、助成事業の検討 事務所 

9 月 25 日 監事会 上半期事業実施及び執行状況監査 事務所 

10 月 1 日 東教育財団だより 第 19 号発行  

10 月 1 日 第 5 回業務執行役員会 中間収支・業務執行確認等 事務所 

10 月 3 日 助成金第４回分交付 団体等へ交付  

10 月 9 日 第 35 回理事会開催 元年度事業・会計中間報告 事務所 

11 月 6 日 第 6 回業務執行役員会 資金運用検討・業務執行確認等 事務所 

11 月 8 日 財団ＨＰ更新 助成金募集要項、財団だより掲載  

11 月 12 日 助成金説明会 学校教育事業助成関係学校園 事務所 

    



 

11 月 13 日 助成金説明会 社会教育事業助成関係団体 事務所 

11 月 14 日 助成金説明会 地域文化事業助成関係団体 事務所 

11 月 28 日 助成金第 5 回分交付 団体等へ交付  

12 月 20 日 助成金第 6 回分交付 団体等へ交付  

1 月 1 日 東教育財団だより 第 20 号発行  

1 月  1 日 事業助成募集の掲載 広報ちゅうおう掲載  

1 月  9 日 助成金第 7 回分交付 団体等へ交付  

1 月 10 日 財団ＨＰ更新 財団だよりの掲載  

1 月 14 日 第 7 回業務執行役員会 資金運用検討、業務執行確認等 事務所 

1 月 24 日 第 8 回業務執行役員会 業務日程調整、業務執行確認等 事務所 

2 月 1 日 事業助成募集の掲載 大阪日日新聞掲載  

2 月 12 日 ２年度助成金受付 ２年度助成金申請書の受付 ～2/28 事務所   

3 月 3 日 第 9 回業務執行役員会 理事会・評議員会開催検討、業務執行確認等 事務所 

3 月 10 日 第 36 回理事会 

 

２年度事業計画・予算書、新規特定費

用準備資金計画策定、評議員会中止決

定、新型コロナウイルス感染拡大予防

に伴う助成金の取扱い等審議 

集英地域 

ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗｻﾞ 

3 月 10 日 第18回評議員会 (中止) ２年度事業計画・予算書等 決議の省略により3月16日終結 

3 月 18 日 第 10 回業務執行役員会 新型コロナウイルス感染拡大予防対

策、第 37 回理事会会場変更協議等 

電話実施 

3 月 25 日 第 22 回助成金審査会 ２年度助成金の審査 事務所 

3 月 27 日 定期報告書類の提出 事業計画・予算書の提出 大阪府へ電子申請 

    

    

    

適  時 事業の進捗報告 理事長・会計理事・審査理事へ 事務所 

適  時 公認会計士の指導 財務諸表に係る指導 事務所 

適  時 職員研修 公益法人運営・財務会計等  

  

○ 事業報告の内容を補足する重要な項目がないため、添付資料以外に事業報告の附属明細書は

作成していない。 


